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　１日の中で最も多く電気が使われる需要のピークに対して、供給（電気をつくる量）に余裕がなくなることを電力需給
ひっ迫といいます。電気は大量に貯めておくことができないため、気温上昇などによる急な需要の増加や発電機のトラ
ブルなどによる供給力の低下に備え、発電できる最大量は想定される需要よりも余裕をもたせる必要があります。

〈トピック〉電力需給ひっ迫

電力需給ひっ迫とは

　電力の需要量と発電の電力量は常に一致させる必要があり、これを「同時
同量の原則」といいます。
　同時同量のバランスが崩れると、電気の周波数が乱れ、電力系統の機器・
装置の動作不安定や、最悪の場合は地域が大停電に陥る可能性があるた
め、天候や過去の需要実績などに基づいて精密に電力需要を予測するなど
して、実際の需要変動に合わせて供給力が調整されています。周波数を安定
して維持し電気を安定供給するには、需要に対する供給力の余裕がどの程
度あるかを示す「予備率」が最低限３％必要とされています。

電力需給の原則

　東日本大震災による電力危機をきっかけに、予備率が
３％を下回ると予想される、または下回った場合に、大停電を
未然に防ぐため、経済産業省資源エネルギー庁が「電力需
給ひっ迫警報」を発令するという制度が導入され、２０２２年
３月２２日に初めて発令されました。２０２２年６月７日には、警
報に加えて「電力需給ひっ迫注意報」と一般送電事業者
が発出する「電力需給ひっ迫準備情報」が新設されました。
　発出の基準は、右のようになっています。

●予備率が５%以下の見込みの場合
　・前々日の18時頃に一般送電事業者が「電力需給ひっ
　 迫準備情報」を発表
　・前日の16時頃に、資源エネルギー庁が「電力需給
　 ひっ迫注意報」を発令
●予備率が３%以下の見込みの場合
　・前日の16時頃に、資源エネルギー庁が「電力需給
　 ひっ迫警報」を発令
　※予備率が１%以下の場合には、計画停電が実施されます。

電力需給ひっ迫注意報・警報

　電力需給のバランスをとるためには、電力需給予測精度を可能な限り向上させたうえで、常日頃からのピーク需要の
抑制、ベースロード電源の確保、緊急時のレジリエンス（強靭性）向上といった方策が有効です。
〇戦略的予備力
　予測の難しい非ピーク時のひっ迫対策としては、緊急時のための予備力を確保する仕組みが必要です。スウェーデ
ンやドイツなどでは「戦略的予備力」という、主に老朽化した火力発電設備など、あらかじめ安定供給に必要な供給予
備力を決めておき、緊急時に稼働させる仕組みを採用しています。
〇地域間連系線の強化
　日本の電力系統はエリアごとに需給バランスが管理されており、エリア同士は地域間連系線という送電線で結ばれ
ています。そのため、あるエリアでひっ迫が起こっても、他のエリアから連系線を通じて電力供給をすることができます。
しかしながら、北海道本州間の連系設備や東北東京間連系線、東京中部間連系線は、送電可能な容量が十分では
ないとの問題が以前から指摘され、増強の検討が進められています。
〇デマンドレスポンス（需要調整）の仕組み
　企業や国民による節電については、「お願い」ベースではなく、義務や報酬を含めた「デマンドレスポンス（需要調
整）」の仕組みが必要とされています。
〇ベースロード電源の確保・活用
　原子力発電は、火力発電とともに昼夜を問わず安定的に発電できるベースロード電源です。日本政府は「経済財政
運営と改革の基本方針2022」で、安定的なベースロード電源である原子力発電について「安全優先の再稼働」を強
調しています。
〇電力需要そのものを減らす
　日本の住宅のうち、現行の断熱基準を満たすものは10％しかなく、32％は無断熱というデータがあります。電力需
要自体を減らすために、住宅断熱も有効な方法です。

電力需給対策について

電力需要 供給量周波数
安定

同時同量

　２０２４年は、既設炉の再稼働状況が更新されました。これまでは、関西電力（株）の7基、九州電力（株）
の4基、四国電力（株）の1基の加圧水型原子炉12基が再稼働を果たしていましたが、東北電力（株）の
女川原子力発電所2号機と中国電力（株）の島根原子力発電所2号機が再稼働しました。女川原子力発電所
2号機については、沸騰水型原子炉（BWR）として初めての再稼働であり、特に、被災した地域の原子炉が
再稼働したことは、原子力を最大限活用していくうえで極めて意義深いものとなります。今後、東京電力ホー
ルディングス（株）柏崎刈羽原子力発電所6号機、7号機といったBWRの再稼働が続いていくことを期待し
ています。
　次世代革新炉の開発・建設に関しては、五つの炉型（革新軽水炉、小型モジュール炉（SMR）、高速
炉、高温ガス炉、核融合）の特徴がまとめられています。革新軽水炉はいわゆる既設炉がより高度化さ
れたもので、リプレース炉として大きく期待されています。SMRは特に海外で開発が進んでおり、例え
ばアメリカでは、老朽化した小型石炭火力の代替炉として注目されています。高速炉と高温ガス炉に関
しては、我が国で実証炉を開発・建設すべく準備が進められています。核融合に関しては、発電の実証
というところで研究開発が進められています。このような各炉の開発・建設の時間軸は、国がつくった技
術ロードマップでまとめられています。
　バックエンド側の話としては、青森県の六ヶ所村にある再処理工場とMOX燃料工場のしゅん工時期
の見直しがありました。2024年１１月時点で、再処理工場は2026年度中、MOX燃料工場は2027年
度中のしゅん工を目指すことになっています。この目標に向けて、関係者は大変な努力をされていま
す。一方で、2024年11月、青森県むつ市の中間貯蔵施設が事業を開始しました。また、高レベル放射
性廃棄物の処分に関しては、佐賀県の玄海町で文献調査が始まることになりました。このように、原子
燃料サイクル事業は、一歩一歩着実に前に進んでいます。

　本章では、原子力開発の歴史・原子力発電の仕組み・原子炉の種類・原子力発電の特徴といったいわゆる教
科書的な内容から、現在の我が国における原子力の活用状況や将来に向けての次世代革新炉の開発・建設
といった最新の動向に至るまで、幅広い情報が示されています。原子燃料サイクル
や高レベル放射性廃棄物の最終処分といったバックエンド側の状況についても、詳
しく解説されています。原子力は発電に際して二酸化炭素を排出しませんが、放射性
廃棄物は発生します。このことは、原子力の魅力と課題を端的に表しています。魅力
ゆえに脱炭素電源として最大限活用されようとしていますし、課題ゆえに放射性廃棄
物の処理・処分に向けて関係者は全力で取り組んでいます。読者の皆様がこういっ
た原子力の魅力と課題を考えるに際して、本章がその一助になれば幸いです。
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